
さいたま市合理的配慮の提供支援に係る補助金について 

１ 目的 

  さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（ノーマ

ライゼーション条例）に基づき、事業者が行う合理的配慮の提供に要する費用の一

部に補助金を交付することで、事業者が合理的配慮の提供を容易に行うことができ

るようにすることを目的としています。 

２ 対象者 

  別添チラシを参照  ※福祉サービス事業所等は除く。 

３ 対象経費等 

  別添チラシを参照 

※対象経費の項目のいずれかについて、１事業所につき年度内1回限りの補助とし

ます。 

 ※国又は県その他各種団体等が実施する補助事業の対象とされている経費は補助

対象とはなりません。 

 ※市が補助金の交付を決定する前に、作成したコミュニケーションツールや購入し

た物品に要した経費は補助対象とはなりません。 

 ※算出した補助額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、切り捨てとします。 

４ 申請方法等 

 ●申請期限 

  令和２年度は、令和３年２月２６日（金）まで

●必要書類 

  ・コミュニケーションツール作成費（仕様書、見積書等）  

・物品購入費（カタログ、見積書等）

※市が補助金の交付を決定する前に、作成したコミュニケーションツールや、購入 

した物品に要した経費は補助対象とはなりませんので、まずは、障害政策課まで

ご相談ください。 

ご案内 

本市では、令和元年度より、飲食、物販、医療などの不特定多数の方が利用する

事業を行う事業者等が、障害のある方に対し、合理的配慮を行いやすくするた

め、事業者等が行う合理的配慮の提供に要する費用の一部に対し、補助金を交付

する事業を、実施しております。 

市民会議ご参加の皆様にもご案内差し上げますとともに、お知り合いの方や行き

つけのお店へのご紹介など、周知にご協力いただけますと幸いです。 






